
平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

事 業 番 号 003614 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 地籍調査事業

Ｐ117 3 Ⅴ 1 (1) ⑧

事 業 開 始 年 度 平成 20

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 01 01

関連する個別 計画

目　　的
　境界紛争の未然防止や公共事業の計画策定、地震などの自然災害時におけるラ
イフラインの確保の円滑化を図る。

対　　象 　町内土地所有者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

地籍調査の推進

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

内　　容
　国土調査法に基づき町が主体となって行う地籍に関する調査。
  道水路の境界（官民境界線）について先行して実施している。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 5,996,000

人件費合計 5,996,000 5,826,400 5,862,400

総事業費 12,902,798 11,575,738 15,541,400

5,826,400 5,862,400

非常勤職員等

0

事業費 6,906,798 5,749,338 9,679,000

地籍調査委託費 地籍調査委託 千円 5,756 4,644 8,567

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,877,000 3,618,000 5,025,000

地方債

一般財源 9,720,798 7,957,738 10,516,400

財源合計 12,902,798 11,575,738 15,541,400

その他特定財源 305,000 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

地籍調査面積 ㎢ 0.05 0.04 0.06

No.142

 土木課(地籍調査事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

3
　町では、人口密集地域(DID地区)や津波浸水予測などを考慮し、
調査区域を決め事業を推進しているが、調査区域内では、ほぼ受
益の機会は均等と思われるが、町全体でとらえた場合、ばらつきが
ある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　国土調査法に基づき町が主体となって行うべき地籍
に関する調査事業である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　個人が行う土地取引や登記手続きの簡素化・費用削
減につながっている。

・事業費を平準化し、計画的に進めること。
・年次計画に基づき事業を実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし（相模湾沿岸地区における官民境界等先行調査を引き続き実施する。）

平成31年度以降の
方向性

　年次計画に基づき事業を実施していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　配置人員等から実施規模は妥当であると考える。
　引き続き、年次計画に基づき事業を実施していくこ
と。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　県が大規模災害の備えとして津波浸水予測図をもとに「緊急重点地域」と定めた
相模湾沿岸地区において官民境界等先行調査を実施した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　調査（測量）について、引き続き委託していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　個人が行う土地取引や登記手続きの簡素化・費用削
減につながっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か

 土木課(地籍調査事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

該当なし

○

954,290 1,132,800

非常勤職員等

9ｲﾝﾌﾗ等

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

事 業 番 号 003633 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 土地調査事業

会計 01 07 01 01 事 業 開 始 年 度 平成 26予 算 科 目 コ ー ド

目　　的
　道路の拡幅及び付替等に伴い、その用地を寄附・交換により町所有の土地にする
ため。

対　　象 　道路の拡幅及び付替をしようとする土地所有者及び道路管理者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通・通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

道路の新設・改良

関連する個別 計画

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1) ③

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容 　用地の寄附・交換を検討し、検討結果に応じて測量及び分筆登記等を委託する。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 749,500

人件費合計 749,500 728,300 732,800

728,300 732,800

総事業費 989,260

事業費 239,760 225,990 400,000

調査回数 回 2 3 2

地方債

その他特定財源

一般財源 989,260 954,290 1,132,800

財源合計 989,260 954,290 1,132,800

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

図面（地積測量図等） 件 2 3 2

No.143

土木課(土地調査事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　登記に必要な図面の作成等について、引き続き委託していく。

　拡幅及び付替を行った道路用地を町所有の土地にで
きる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 3

　付替の場合、土地の等価交換を基本としているため、
道路用地として提供した土地所有者は同等の土地を取
得できている。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

　特になし

平成31年度以降の
方向性

　道路工事の計画等を踏まえ、用地の取得及びその方法（寄附・交換）を検討する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　道路を適切に管理していく上で道路を構成する土
地を町所有にする必要があるため、現状維持とす
る。

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　拡幅及び付替を行った道路用地を町所有の土地に
するために必要。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　寄附・付替の検討及び分筆登記に必要な図面が作成
できる。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

土木課(土地調査事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

No.

事 業 番 号 007909 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路台帳補正・更新事業

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 01 01

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通・通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

道路の新設・改良
Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1) ③

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的 　道路管理者として道路台帳を整備し、管理する。

対　　象 　町民及び道路利用者

○

内　　容
　平成12年度に整備した道路台帳について、新設道路や延長・幅員等を改良した
道路に関するデータの補正・更新を行う業務を委託する。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人件費合計 749,500 0 732,800

総事業費 3,082,300 0 2,992,800

人
件
費

常勤職員 749,500 0 732,800

非常勤職員等

事業費 2,332,800 0 2,260,000

財
源
内
訳

国庫支出金

その他特定財源 1,500,000

一般財源 3,082,300 0 1,492,800

県支出金

地方債

道路台帳補正・更新業務委託 道路台帳補正・更新業務委託 千円 2,332 0 2,260

財源合計 3,082,300 0 2,992,800

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

道路台帳 成果品 件 1 0 1

土木課(道路台帳補正・更新事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　町道を管理し、また、交付税算定の基礎資料としてい
るために必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

3
　隔年で更新を行っているため、最新情報が提供でき
ていない。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

平成22年度から隔年で事業を実施しているが、利用対象者の利便性を考慮すると1
年ごとの更新がより望ましい。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　道路台帳の補正・更新について、引き続き委託していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5 　道路に関するデータの補正・更新を行うことができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5 　道路台帳は、常時閲覧に供している。

特になし

総 合 評 価 継続（見直し）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　閲覧用道路台帳をバインダー式にし、修正があった路線のページのみを差し替え
していくことでコストダウンを検討する。

平成31年度以降の
方向性

　閲覧用道路台帳をバインダー式にし、修正があった路線のページのみを差し替え
することでコストダウンを図り、毎年更新を行う。

総 合 評 価 継続（見直し）
　隔年更新では、最新情報が提供できないため、閲
覧用道路台帳をバインダー式にするなど、コストダウ
ンを図りつつ、毎年更新を検討すること。

土木課(道路台帳補正・更新事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 15,534,509 14,998,000 15,000,000

内　　容 　簡易的な維持修繕工事

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

修繕箇所数 道路修繕工事 箇所 103 100 100

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

道路修繕工事 修繕費用 千円 15,534 14,998 15,000

財源合計 17,783,009 17,182,900 17,198,400

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

一般財源 17,783,009 17,182,900 7,198,400

地方債

その他特定財源 10,000,000

県支出金

国庫支出金

総事業費 17,783,009 17,182,900 17,198,400

人件費合計 2,248,500 2,184,900 2,198,400

人
件
費

常勤職員 2,248,500 2,184,900 2,198,400

非常勤職員等

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的
　日常生活と密接に関係する町道の老朽箇所を修繕することにより、地域住民や道
路利用者の利便性と安全性を向上する。

対　　象 　町民及び道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

No.144

事 業 番 号 003667 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路維持修繕事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1)

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(道路維持修繕事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

修繕については、計画的かつ効率的に施工する。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　引き続き道路の修繕が必要な箇所の把握に努め、修繕を実施することにより、利
便性・安全性の向上を目指す。

平成31年度以降の
方向性

　道路施設の計画的な維持修繕を行うため、定期的に巡回を行い、修繕の必要な
箇所を把握し、実施していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　道路施設の維持管理を計画的に行うことにより、施
設の長寿命化を図り、安全の確保を図ること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　道路巡回パトロールを実施し、修繕が必要な箇所の把握に努めている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　道路の修繕が必要な箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　危険箇所等を修繕することにより、道路利用者等の利
便性・安全性の向上が図られる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　町内全域が対象であるため、受益の機会は均等であ
る。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　道路法第42条において、道路管理者が「道路の維持
修繕を実施し、交通に影響がないように努めなければ
ならない」としている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　安価な経費で修繕を行い、直ちに効果があらわれて
いる。

土木課(道路維持修繕事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 844,020 874,611 900,000

内　　容 　道路及び側溝に堆積した土砂等の清掃を職員及び業者が実施する。

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

14

清掃箇所数 清掃実績 箇所 9 9 10

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

清掃事業 清掃費用 千円 844 874 900

財源合計 3,092,520 3,059,511 3,098,400

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

一般財源 3,092,520 3,059,511 3,098,400

地方債

その他特定財源

県支出金

国庫支出金

総事業費 3,092,520 3,059,511 3,098,400

人件費合計 2,248,500 2,184,900 2,198,400

人
件
費

常勤職員 2,248,500 2,184,900 2,198,400

非常勤職員等

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的
　道路及び側溝に堆積した土砂等により雨水排水が路面にあふれ、通行や隣接地
の生活に支障をきたすことのないよう定期的に清掃を行い、道路構造物の機能を維
持し、安全性を確保するもの。

対　　象 　道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

No.145

事 業 番 号 003671 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路等清掃事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1)

事 業 開 始 年 度 平成 3

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(道路等清掃事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　引き続き、改修予定の道路及び側溝について、土砂等の堆積や清掃頻度を軽減
できるような改修内容を検討する。

平成31年度以降の
方向性

　引き続き町内巡回の頻度を増やし、清掃すべき箇所を把握し、定期的な作業は常
勤・委託作業員で対応し、大雨等の突発的な対応については業者に作業を依頼し
対応していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　清掃事業を適切に実施することで、大雨等による
被害の軽減及び未然防止につながることから継続し
て行っていく。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　過去の清掃箇所を定期的に巡回し、清掃を行っている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　清掃必要箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　定期的に清掃を依頼することで構造物の機能が維持
できる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　道路利用者及び隣接地の安全性を保つことができ
る。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　道路管理者として構造物の機能を維持し、安全性を
確保する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　定期的に清掃を依頼することで大雨等による被害の
軽減及び未然防止につながる。

土木課(道路等清掃事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 4,914,283 9,905,339 5,000,000

内　　容 　道路占用掘削跡舗装復旧工事

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,998,000 2,913,200 2,931,200

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

舗装復旧面積 復旧面積 ㎡ 493 1,574 500

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

舗装復旧箇所数 復旧箇所数 箇所 26 18 35

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 2,912,283 2,818,539 2,931,200

財源合計 7,912,283 12,818,539 7,931,200

地方債

その他特定財源 5,000,000 10,000,000 5,000,000

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 7,912,283 12,818,539 7,931,200

人件費合計 2,998,000 2,913,200 2,931,200

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的
　道路占用に伴う掘削跡の本復旧について、舗装の機能や品質を保持するため、
町が実施する。

対　　象 　占用者及び道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.146

事 業 番 号 003675 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路占用掘削跡舗装復旧事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1)

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(道路占用掘削跡舗装復旧事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（見直し）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　近年、占用者による本復旧としている自治体が多く、当町においても近隣市町の
動向を確認しながら、占用者による本復旧とすることを含め、今後の対応について検
討していく。

総 合 評 価 継続（見直し）
　近隣市町の動向や町民・事業者（占用者）の意向
などを勘案し、占用者による本復旧とすることを含
め、今後の事業継続について検討すること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　仮復旧状況を確認しながら、本復旧を行う。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　占用復旧箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　占用者が実施した占用工事箇所の状態を確認し、本
復旧工事を実施。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　事業の対象箇所である道路占用の本復旧箇所の舗
装の機能や品質が保持できる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　湯河原町道路占用等規則第12条の規定により、道路
占用に伴う掘削跡の本復旧は町で行うとしている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　当事業の財源は、占用者から徴収した路面復旧費を
充当している。

土木課(道路占用掘削跡舗装復旧事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 0 0 40,000

内　　容
　道路交通に支障をきたす放置車両のうち、所有者が特定できず、緊急を要する場
合等において、業者に依頼し撤去する。

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 146,560

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

撤去台数 放置車両撤去 台 0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 0 0 186,560

財源合計 0 0 186,560

地方債

その他特定財源

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 0 0 186,560

人件費合計 0 0 146,560

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的 　道路等に放置された車両の撤去を行うもの。

対　　象 　道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.147

事 業 番 号 003690 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 放置車両撤去事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1)

事 業 開 始 年 度 平成 9

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(放置車両撤去事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　本来は車両の所有者が移動させるべきだが、所有者が特定できず、緊急を要する
場合等は、道路管理者として実施せざるを得ないと判断する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　本来は車両の所有者が移動させるべきだが、所有
者が特定できず、緊急を要する場合等は、道路管理
者として実施せざるを得ないと判断する。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　撤去作業については、業者に委託する。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　車両の撤去を行うことにより、通行の安全性は確保さ
れる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 3

　所有者が特定できず、緊急を要する場合等の措置で
あり、所有者が特定できた場合は、所有者の負担で対
応してもらうことになる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 4

　本来は車両の所有者が対応するべきだが、所有者が
特定できず、緊急を要する場合等は、道路管理者とし
て実施する。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　車両の撤去を行うことにより、通行の安全性は確保さ
れる。

土木課(放置車両撤去事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 5,250,000 5,994,204 8,000,000

内　　容 　急傾斜地崩壊対策工事（法面工など）

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 749,500 728,300 732,800

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

対策工面積 急傾斜地崩壊対策 ㎡ 834 807 1,300

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

対策箇所数 急傾斜地崩壊対策 地区 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 1,299,500 922,504 1,532,800

財源合計 5,999,500 6,722,504 8,732,800

地方債 4,700,000 5,800,000 7,200,000

その他特定財源

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 5,999,500 6,722,504 8,732,800

人件費合計 749,500 728,300 732,800

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的 　神奈川県で実施する急傾斜地崩壊対策事業費の一部を負担するもの。

対　　象 　町民及び土地所有者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

安全な暮らしの確
保

防災・危機管理 防災対策の推進 危険箇所の把握、改良事
業の推進

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.148

事 業 番 号 003694 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 急傾斜地崩壊対策事業

Ｐ98 3 Ⅲ １ （１） ⑧

事 業 開 始 年 度 平成 15

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(急傾斜地崩壊対策事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　現在町内では、１箇所（宮上道中）について危険箇所に指定し、区域の拡大を行
いながら事業を進めているが、今後は追加で２箇所（温泉場・福浦）の危険箇所の指
定について県及び地元と調整を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　町民の安全を守るため県と連携し、事業を継続し
ていくこと。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　県と事業について調整を行い、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　急傾斜地崩壊対策工事を行うことにより、地域住民の
災害に対する安全性が向上する。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 2

　事業実施箇所が、急傾斜地崩壊危険箇所に指定され
た区域に限られる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　急傾斜地崩壊対策工事は、本来地権者が行うものであるが、多額
の費用を必要とするため、地権者の負担が大きく現実的には不可
能である。一定の要件を満たす場合は、県で実施することができ、
その費用の一部について町で負担する。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　急傾斜地崩壊対策工事を行うことにより、地域住民の
災害に対する安全性が向上する。

土木課(急傾斜地崩壊対策事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 9,517,262 14,317,914 11,421,000

内　　容 　大規模な維持修繕工事

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,998,000 2,913,200 2,931,200

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

工事箇所数 道路工事 箇所 10 10 6

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 12,515,262 17,231,114 9,352,200

財源合計 12,515,262 17,231,114 14,352,200

地方債

その他特定財源 5,000,000

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 12,515,262 17,231,114 14,352,200

人件費合計 2,998,000 2,913,200 2,931,200

01 07 02 01

関連する個別 計画

目　　的
　道路維持修繕事業で対応できない、大規模な舗装改修などを必要とする箇所に
ついて工事を実施し、地域住民や道路利用者の利便性と安全性を向上する。

対　　象 　町民及び道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

道路ストックの維持管理
の推進

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.149

事 業 番 号 003698 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路改修事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1) ⑦

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(道路改修事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

・国庫支出金を有効に活用し、計画的に実施すること。
・道路施設の維持管理を計画的に行うことにより、施設の長寿命化を図ること。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　改修が必要な箇所を再調査し、計画的な改修を行う。

平成31年度以降の
方向性

　道路の良好な環境を保つため、定期的に点検を行い、改修計画を立案し、改修工
事を行っていく。

総 合 評 価 継続（現状維持） 　引き続き事業を実施し、安全の確保を図ること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　道路維持管理状況や危険性を判断し、順次改修を行った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　改修が必要な箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　改修工事を実施することにより、道路利用者等の利便
性・安全性の向上が図られる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　町内全域が対象であるため、受益の機会は均等であ
る。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　道路法第42条において、道路管理者が「道路の維持
修繕を実施し、交通に影響がないように努めなければ
ならない」としている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　改修工事を実施することにより、道路利用者等の利便
性・安全性の向上が図られる。

土木課(道路改修事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 103,821,086 123,425,618 145,194,000

内　　容 　道路新設改良事業、橋梁・トンネルほか補修及び耐震事業

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,998,000 2,913,200 2,931,200

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

委託箇所数 箇所 4 5 6

工事箇所数 道路改良事業 箇所 2 3 7

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 13,152,086 49,928,818 31,675,200

財源合計 106,819,086 126,338,818 148,125,200

地方債 46,500,000 24,300,000 20,000,000

その他特定財源 4,400,000

県支出金 40,900,000
財
源
内
訳

国庫支出金 47,167,000 52,110,000 51,150,000

総事業費 106,819,086 126,338,818 148,125,200

人件費合計 2,998,000 2,913,200 2,931,200

01 07 02 02

関連する個別 計画
　・湯河原町橋りょう長寿命化修繕計画　　・湯河原町耐震改修促進計画
　・湯河原町トンネル長寿命化修繕計画

目　　的
　交通網の充実を図るため、計画的に道路の新設や改良を行っていく。また、道路
施設（橋梁・トンネルほか）の長寿命化や耐震化を図る。

対　　象 　町民及び道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

道路の新設・改良
道路ストックの維持管理
の推進

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.150

事 業 番 号 003709 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 道路新設改良事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1) ③⑦

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(道路新設改良事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

・国庫支出金を有効に活用し、計画的に実施すること。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　点検・調査に基づき、計画を策定・修正を行いながら改修を実施する。

平成31年度以降の
方向性

　交通網の充実を図るため、計画的に道路の新設や改良を行っていく。また、道路
施設（橋梁・トンネルほか）の長寿命化や耐震化を各計画に基づき実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　安全の確保の観点からも、計画的に道路ストックの
新設や改良を引き続き行っていくこと。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　各計画に基づき、順次改修を行った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　改修必要箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　国補助金（社会資本整備総合交付金）減により、事業
を縮小しなければならない場合がある。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　町内全域が対象であるため、受益の機会は均等であ
る。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　道路施設は、公共性が高く、交通網の充実や耐震な
どの安全性確保のため町が実施するもの。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　道路整備により、道路利用者の利便性・安全性が向
上し、効果が得られている。

土木課(道路新設改良事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 27,970,893 79,627 100,000

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

事 業 番 号 003729 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 鍛冶屋ガード拡幅事業

Ｐ116 3 Ⅴ 1 (1) ②

事 業 開 始 年 度 平成 27

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 02 02

関連する個別 計画

目　　的
　当該ガードは幅員が狭く、車両の相互通行が困難で、また歩行者用のスペースも
なく危険な状況であるため、ガードの拡幅を行い、道路利用者の安全確保を図る。

対　　象 　町民及び観光客等の道路利用者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

交通通信網の整
備

道路整備 道路・交通体系の
整備

JRガードの拡幅

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

内　　容 　ガード拡幅工事（車道２車線＋歩道設置）

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,998,000

人件費合計 2,998,000 2,913,200 2,931,200

総事業費 30,968,893 2,992,827 3,031,200

2,913,200 2,931,200

非常勤職員等

説明会開催数 住民周知 回 3 5 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 30,968,893 2,992,827 3,031,200

財源合計 30,968,893 2,992,827 3,031,200

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

説明会参加者数 人 33 72 50

No.151

土木課(鍛冶屋ガード拡幅事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

2 　受益を受ける人や地域が限定される。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　町道上の公共構造物であるため、整備にあたっては
町が実施すべきである。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　概略設計を委託し、拡幅事業を進めていくために必
要な工法比較検討が完了し、効果は得られている。

特になし

総 合 評 価 継続（見直し）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　調査の結果、拡幅工事を実施するには、大規模な迂回路計画や整備の課題があ
り、事業化するのは困難であることが明らかになったが、拡幅以外の歩行者等の安
全対策については、関係機関と調整し、進めていく。

平成31年度以降の
方向性

　拡幅以外の安全対策について、関係機関と調整し、進めていく。

総 合 評 価 継続（見直し）
　拡幅以外の安全対策について、関係機関と調整
し、実施していくこと。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　平成28年度に実施した工法比較検討結果と住民アンケート調査結果について報
告会を実施し、今後の進め方について、地元住民との協議を実施することができ
た。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 　実施する事業内容が確定していないため。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 3

　工法比較検討の結果から事業内容を見直す必要があ
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か

土木課(鍛冶屋ガード拡幅事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○ ○

事業費 299,520 291,816 300,000

内　　容 　水路に堆積した土砂等の清掃を業者に依頼し、実施する。

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

清掃箇所数 清掃実績 件 4 2 3

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 1,798,520 1,748,416 1,765,600

財源合計 1,798,520 1,748,416 1,765,600

地方債

その他特定財源

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 1,798,520 1,748,416 1,765,600

人件費合計 1,499,000 1,456,600 1,465,600

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,499,000 1,456,600 1,465,600

非常勤職員等

目　　的
　堆積した土砂等による水路機能の低下で排水があふれ出たり、水流が滞ることに
よる異臭が発生など、隣接地の生活に支障をきたすことのないよう定期的に清掃を
行い、水路構造物の機能を維持し、安全性を確保するもの。

対　　象 　水路沿線の住民

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

安全な暮らしの確
保

治山・治水 治水事業の推進 河川・水路の整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 07 03 01

関連する個別 計画

No.152

事 業 番 号 003752 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 水路等清掃事業

Ｐ99 3 Ⅲ 2 (2) ②

事 業 開 始 年 度 平成 3

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野

土木課(水路等清掃事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　引き続き改修予定の水路について、土砂等の堆積や清掃頻度を軽減する改修内
容を検討する。

平成31年度以降の
方向性

　引き続き町内巡回の頻度を増やし、清掃すべき箇所の把握と清掃時期・頻度を検
討する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　清掃事業を適切に実施することで、大雨等による
被害の軽減及び未然防止につながることから引き続
き継続して行っていくこと。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　町内を巡回し、清掃すべき箇所の把握と清掃時期・頻度を確認し、適正な実施に
努めている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 水路清掃必要箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　定期的に清掃を行うことで構造物の機能が維持でき
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4 　水路沿線の住民の安全性を保つことができる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　水路管理者として構造物の機能を維持し、安全性を
確保する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　定期的に清掃を行うことで大雨等による被害の軽減及
び未然防止につながる。

土木課(水路等清掃事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○ ○

事業費 4,499,820 3,999,186 4,000,000

内　　容 　簡易的な維持修繕工事

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,499,000 1,456,600 1,465,600

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

修繕箇所数 水路修繕工事 箇所 20 22 20

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

一般財源 5,998,820 5,455,786 2,465,600

財源合計 5,998,820 5,455,786 5,465,600

地方債

その他特定財源 3,000,000

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

総事業費 5,998,820 5,455,786 5,465,600

人件費合計 1,499,000 1,456,600 1,465,600

01 07 03 01

関連する個別 計画

目　　的
　日常生活と密接に関係する水路等の老朽箇所を修繕することにより、地域住民や
土地所有者の水害に対する安全を守る。

対　　象 　町民及び土地所有者

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが
調和した安全・安
心のまちづくり

安全な暮らしの確
保

治山・治水 治水事業の推進 河川・水路の整備

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.153

事 業 番 号 003748 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 河川維持修繕事業

Ｐ99 3 Ⅲ 2 (2) ②

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(河川維持修繕事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　水路等施設の計画的な維持修繕を行うため、定期的に点検を行い、修繕が必要
な箇所を把握し、実施していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　水路等は、町施設であり、水害防止に努めるととも
に、施設の長寿命化及び安全性の向上を図る観点
から現状維持で継続していくこと。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　水路の状況調査、巡回パトロールを行い、水路等修繕必要箇所の把握に努めて
いる。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 水路等の修繕が必要な箇所について、引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 4

　危険箇所等を修繕することにより、水害に対する安全
性の向上が図られる。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　修繕箇所は、町内全域を対象としているが、老朽化し
ている施設が中心となるため、多少偏る傾向がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　水路等は、町の施設であり、維持管理を怠ると水害に
より町民生活を脅かす危険性がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　安価な経費で修繕を行い、直ちに効果があらわれて
いる。

土木課(河川維持修繕事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月29日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

○

事業費 0 0 100,000

内　　容
　災害により道路等の公共土木施設の機能に支障が出た場合に業者に依頼し、復
旧する。

コ
ス
ト

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 0 0 58,624

非常勤職員等

8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ

0 0 158,624

災害復旧 件 0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

災害復旧 件 0 0 0

財源合計 0 0 158,624

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金

その他特定財源

総事業費 0 0 158,624

人件費合計 0 0 58,624

地方債

県支出金

01 10 02 01

関連する個別 計画

目　　的 　災害で被害を受けた公共土木施設を復旧する。

対　　象 　公共土木施設（道路・水路等）

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ

No.154

事 業 番 号 006627 担 当 課 等 土木課

事 務 事 業 名 公共土木施設災害復旧事業

事 業 開 始 年 度 昭和

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計

土木課(公共土木施設災害復旧事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

特になし

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　特になし

平成31年度以降の
方向性

　災害により公共土木施設に被害が出た場合には、業者に依頼し、速やかに復旧
する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　災害復旧事業を適切に実施することで、災害によ
る被害の軽減に繋がることから、災害発生時には、
速やかに復旧事業を実施すること。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　災害で被害を受けた施設について、構造物の機能を回復し、安全性を確保
するため引き続き実施していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　災害で被害を受けた公共土木施設の機能を復旧する
ことにより、構造物の機能が回復し、安全性を確保でき
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 5

　町内全ての公共土木施設が対象であり、それらを利
用する人々の安全性を確保することができる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　災害で被害を受けた公共土木施設を復旧するために
必要。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　災害で被害を受けた公共土木施設の機能を復旧する
ことにより、構造物の機能が回復し、安全性を確保でき
る。

土木課(公共土木施設災害復旧事業) 


